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2月雇用統計～注目される労働参加率の持ち直し 
 

 2月の雇用統計では、非農業部門雇用者数が前月比+24.2万人となり市場予想（Bloomberg

集計値:+19.5万人）を上回った。1月分、12月分も上方改定され、直近 3ヵ月の増加幅の

平均は 22.8万人。雇用者数は引き続き非常に堅調に増加している。 

 

 但し、週平均労働時間は 34.4時間と 1月（34.6時間）から減少し、労働投入量（民間）は

3 ヵ月前比年率で+1.1％と 1 月（同+3.6％）から減速。また、2 月の ISM 非製造業指数で

は、内訳の雇用指数が 49.7と 2014年 2月以来始めて 50を下回った。足元の非常に堅調な

雇用者数増加ペースの持続性については、目先は慎重にみておく必要もあるだろう。 

 

 失業率は 4.9％となり 1 月から不変。就業者数が増加するなかで、失業率は低下せず横這

いに止まったのは、労働参加率が上昇（2 月 62.9％←1 月 62.7％）したためであり、悪い

結果ではない。低下傾向にあった労働参加率だが、直近 5ヵ月は（小数点第二位までみる

と）上昇している。 

 

 労働参加率の変化を要因分解すると、ベビーブーマー世代の退職等を反映する「人口動態

要因」は引き続き低下方向へ作用しているが、「人口動態以外の要因」が上昇方向へ作用。

労働市場の回復が続くなか、求職活動を開始・再開する人が顕著に増えてきた可能性があ

る。労働参加率は今後の雇用者数の増加余地を規定する点で、その動向が極めて注目され

る。加えて、一般に労働参加率は低下傾向が中長期的に続くとみられているため、仮にそ

うした予想に反して今後反転の動きが明確になれば、FRB等による中長期的な潜在成長率

見通しにまで上方修正を迫る可能性もあるだろう。 

 

 時間当たり名目賃金については、前年比+2.2％へ予想外に減速（1 月同+2.5％）。賃金上

昇率は月々の振れが大きく改訂もされるほか、先行指標と考えられる「失業者に占める自

発的離職者の割合」は賃金上昇率がもう一段高まる可能性を示唆している状況。賃金上昇

率は、引き続き緩やかに加速する局面とみておきたい。 

 

 
 
 

＜FOCUS＞ 

三菱東京ＵＦＪ銀行 経済調査室ニューヨーク駐在情報 

mailto:hikurihara@us.mufg.jp


 

BTMU Focus USA Weekly March 4, 2016              Page 2 

 

 

＜FOCUS＞2月雇用統計～注目される労働参加率の持ち直し 

 

雇用者数の増加幅は市場予想を上回る 

2 月の雇用統計では、非農業部門雇用者

数が前月比+24.2 万人となり市場予想

（Bloomberg 集計値:+19.5 万人）を上回っ

た（第 1図）。1月分は 2.1万人上方改訂さ

れ同+17.2 万人、12 月分は 0.9 万人上方改

訂され同+27.1 万人となり、直近 3 ヵ月の

増加幅の平均は 22.8万人と非常に堅調だ。 

業種別に雇用増減をみると、「教育・医

療」（+8.6万人）や「小売」（+5.5万人）

等が当該業種としては大きめの増加幅とな

った。一方、「製造業」（▲1.6万人）、「運

輸・倉庫」（▲0.5万人）、「鉱業」（▲1.8

万人）が減少した。「鉱業」の雇用者は 17

ヵ月連続で減少。17ヵ月間で 18.8％（▲17.0万人）減少し、足元の雇用者数は 73.4万人（全

雇用者数の 0.5％程度）となっている。 

なお、雇用が増加した業種割合を示す雇用 DI（民間）は 59.4 となり、1 月（59.5）と略同

水準であった。 

 

足元の非常に堅調な雇用者数増加ペースの持続性については、目先は慎重にみておく必要も 

雇用者数の増加ペースは加速したが、週平均労働時間は 34.4時間と 1月（34.6時間）から

減少。結果、労働投入量（民間）は 3ヵ月前比年率で+1.1％と 1月（同+3.6％）から減速して

いる（第 2図）。また、2月の ISM非製造業指数では、内訳の雇用指数が 49.7と 2014年 2月

以来始めて 50を下回った（第 3図）1。足元の非常に堅調な雇用者数増加ペースの持続性につ

いては、目先は慎重にみておく必要もあるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
1
 雇用指数を業種別に確認すると、雇用が増加した業種は、教育サービス、宿泊・飲食サービス、その他サービス、金融・

保険、卸売、医療・社会扶助、専門・科学・技術サービスの 7つ。雇用が減少した業種は、鉱業、芸術・娯楽・レクリエー

ション、小売、公益、情報、企業管理・サポートサービスの 6つ。 
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失業率は不変、労働参加率は 5ヵ月連続で上昇 

失業率は 4.9％となり 1 月から不変2。失業率

の変化を要因分解すると、就業者要因が▲

0.33％、労働参加率要因が+0.26％、人口要因が

+0.07％となっている（第 4 図）3。就業者数が

増加するなかで、失業率は低下せず横這いに止

まったのは、労働参加率が上昇（2月 62.9％←1

月 62.7％）したためであり、悪い結果ではない。

低下傾向にあった労働参加率だが、直近 5 ヵ月

は（小数点第二位までみると）上昇している。 

また、通常の失業率に示されない労働市場の

“緩み”について、注目される部分を確認する

と、「仕事を求めているが過去 4 週間に就職活

動を行わず失業者にカウントされていない人」

は減少した一方、「経済的理由によるパートタ

イム労働者」は増加した4。 

 

労働参加率の今後の動向が極めて注目される 

労働参加率は特に金融危機以降、様々な要因によって低下傾向で推移してきた（第 1表）。

足元の労働参加率の変化を要因分解すると、ベビーブーマー世代の退職等を反映する「人口動

態要因」は引き続き低下方向へ作用しているが、「人口動態以外の要因」が上昇方向へ作用（第

5 図）5。労働市場の回復が続くなか、求職活動を開始・再開する人が顕著に増えてきた可能

性がある。 

労働参加率は今後の雇用者数の増加余地を規定する点で、その動向が極めて注目される。加

えて、一般に労働参加率は低下傾向が中長期的に続くとみられているため（第 6図）、仮にそ

うした予想に反して今後反転の動きが明確になれば、FRB 等による中長期的な潜在成長率見

通しにまで上方修正を迫る可能性もあるだろう。 

 

 

                                                 
2
 平均失業期間は、29.0週となり前月（28.9週）から小幅上昇。失業者に占める 27週以上の長期失業者の割合は、27.7％と

なり前月（26.9％）から上昇。 
3
 就業可能人口は、25257.7万人となり前月から 18.0万人増加。労働力人口は、15889.0万人となり前月から 55.5万人増加。

就業人口（家計調査ベース）は、15107.4万人となり前月から 53.0万人増加。就業者率は、59.8％となり前月から 0.2％ポイ

ント上昇。なお、労働参加率の内訳をみると、男性が 69.4％と前月から 0.3％ポイント上昇、女性は 56.8％となり前月から不

変。 
4
 「仕事を求めているが過去 4週間に就職活動を行わず失業者にカウントされていない人」は 180.3万人で前月から 28.6万

人減少。「経済的理由によるパートタイム労働者（非農業）」は 589.7万人で前月から 4.6万人増加（「経済的理由によるパ

ートタイム労働者」の就業者に占める比率は 4.1％で前月から不変）。前者は「求職意欲喪失者（ディスカレッジド・ワーカ

ー）」と「仕事を求めているが求職意欲喪失以外の理由で過去 4週間に就職活動を行わなかった人」に分けられるが、「求

職意欲喪失者」は 59.9万人で前月から 2.4万人減少。「仕事を求めているが求職意欲喪失以外の理由で過去 4週間に就職活

動を行わなかった人」は 120.4万人で前月から 26.2万人減少。これらを各種失業率でみると、通常の U-3失業率に加えて「求

職意欲喪失者」を含めた U-4失業率は 5.3％で前月から不変、加えて「仕事を求めているが求職意欲喪失以外の理由で過去 4

週間に就職活動を行わなかった人」も含めた U-5失業率は 6.0％で前月（6.2％）から低下、加えて「経済的理由によるパート

タイム労働者」も含めた U-6失業率（広義の失業率）は 9.7％で前月（9.9％）から低下。 
5
 人口動態要因は「労働市場の年齢層別シェアの変化」で捉えられ、人口動態以外の要因は「年齢層毎の労働参加率の変化」

で捉えられる。 
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ベビーブーマー世代の退職で、相対的に労働参加率の低い

60歳以上の就業可能人口に占める割合が上昇
構造要因 従来と不変

労働市場の回復が不十分ななか、求職活動を中止し非労働

力化する失業者が増加
循環要因

労働市場の回復が不十分ななか、就職を躊躇し学生を継続

する若年層が増加
循環要因

労働市場の回復が不十分ななか、退職を前倒し非労働力化

する高齢層が増加
循環要因

IT化の進展等で企業が人材に求める知識・技術の水準・専

門性に高まり
構造要因 従来と不変

「雇用の二極化」等により学生に適する仕事の減少 構造要因 従来と不変

高齢化や適格要件変更（1984年）等によって受給者が大幅

に増加。受給者は労働市場へ戻らず
構造要因 従来と不変

ワーク・ライフ・バランス支援制度の整備等による女性の

社会進出加速は2000年頃を境に一巡
構造要因 従来と不変

失業保険給付期間の大

幅延長

失業保険給付期間の大幅延長により就職・勤労意欲が弱化

、失業期間が長期化
循環要因 概ね解消か

労働市場の流動性低下
ネガティブエクイティの住宅ローン急増による転居率低下

等で労働市場の流動性低下、失業期間が長期化
循環要因 概ね解消か

雇用のミスマッチ
住宅・金融バブル崩壊を背景に産業構造が大幅に変化、雇

用のミスマッチが拡大し失業期間が長期化
循環要因 徐々に解消へ

ヒステリシス（履歴）

効果

企業は能力だけでなく失業期間でも人材を選別する傾向が

あるため、長期失業者は再就職が困難に
循環要因 徐々に解消へ

労働市場の回

復進展により

、労働参加率

の押し上げ要

因に転化

働く学生の減少

若年層の進学率上昇

〈女性の労働参加率上昇の一巡〉

第1表：金融危機以降における労働参加率の低下要因

―

分類

（構造

or

循環）

（資料）三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

失業期間の

長期化によ

る失業者の

非労働力化

③その他

要因

金融危機

の影響

金融危機以降の状況

②労働需給を反映す

る通常の景気循環要

因

①人口動態の変化を

反映する構造要因

失業者の求職意欲喪失

高齢層の退職前倒し

人口動態

以外の構

造要因

（長期

トレ

ンド）

高学歴志向の強まり

社会保障障害保険（SSDI）受給者の

増加

現状・

今後の見通し
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時間当たり名目賃金は前年比+2.2％へ減速 

時間当たり名目賃金は、前月比▲0.1％（民間・

全雇用者ベース）。業種別に前月比を確認すると、

「鉱業」（▲0.6％）、「公益」（▲0.5％）等が

減少した一方、「情報」（+0.5％）、「建設」（+0.3％）、

「輸送・倉庫」（+0.3％）等が上昇。 

時間当たり名目賃金の前年比は+2.2％へ減速（1

月同+2.5％）（第 7図）。賃金上昇率は月々の振

れが大きく改訂もされるほか、先行指標と考えら

れる「失業者に占める自発的離職者の割合6」は賃

金上昇率がもう一段高まる可能性を示唆してい

る状況。賃金上昇率は、引き続き緩やかに加速す

る局面とみておきたい。 

 

 

（栗原 浩史） 

 

 

 

 

 

                                                 
6
 「失業者に占める自発的離職者の割合」は 2月に 9.7％となり、ここ 2ヵ月は低下している。 
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warranty regarding such accuracy and shall not be responsible for any inaccuracy in such statements or assumptions.  
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conclusions different from the information set forth herein.  Such other reports, if any, reflect the different assumptions, 
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